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6 ☞　担当部課長で協議のうえ，評価してください。

□ 拡充 ■ 現行どおり □ 縮小 □ 休止・廃止

7

8

9 最終評価（行政改革推進本部）　Ⓒ

□ □ ■ □

10

整理番号 011☞　位置付けられている計画等または該当する根拠法令及び市条例等が複数ある場合，代表的なものを１～２個記入してください。

対象

目的

令和2決まっている終期

　事務事業の概要

位置付けられ
ている計画等

☞　予算事業全体について記入して下さい。

定住促進経費（市民と共に考える課分） 補助区分 国補 県補 一般会計年度まで）

常総市まち・ひと・しごと創生総合戦略 その他の計画 名称 常総市いきいき住マイル支援補助金交付要綱市の条令・要綱・規則等

担当課評価　Ⓒ ☞　実施したことによる成果や課題を記入してください。

市単 決まっていない

　事務事業の実績　Ⓓ

25目標値％

　事務事業の基本情報

事務事業名

内容・手段

申請件数に占める市外からの転入者の
割合

担当部 担当係担当課 市民と共に考える課市長公室

常総市復興計画 市民等からの要望
じょうそう未来創生プラン前期基本計画 市長マニフェスト「常総創生への道しるべ」

目標未達成
成
果

平成29年度から令和2年度までの期間を定め，「常総市いきいき住マイル支援補助金」制度により，住宅取得（改修）支援補助として10万円から100万円の範囲で補助する。また，新築住
宅の取得者については，延べ床面積が50㎡以上280㎡以下の新築住宅を対象とし，120㎡相当分までを限度とする固定資産税額の1/2の額を3年度にわたり補助する。

款

2 1

項 目

14

事業

5

予算

「常総市まち・ひと・しごと創生人口ビジョン総合戦略」にもあるとおり，近隣自治体へ転出してしまった子育て世帯に本市へ戻ってきてもらうことを主要施策としている
ことから，申請件数に占める転入者の割合を指標とし，本事業の成果を検証することとした。目標値については，市外からより多くの子育て世帯を呼び込むことを目
標として，申請件数に占める転入者の割合を25％に設定した。

会計名

市民協働係

国の定める法律
国・県からの通達等

根拠法令及び
市条例等

実施計画調書 新規 拡充 縮小年度年度 事務事業評価（令和元度実施事業事後評価）シート ／ 令和３ 休止・廃止

特定財源 0 千円

歳出 計

指標名

事
業
内
容

計 12,760 千円

― 目標値

12,760一般財源 千円

― 単位

歳入

千円

特定財源 0

計 19,140 千円

千円

一般財源 66,972

特定財源 0 千円

歳入千円 一般財源 19,140

計 66,972 千円 計 19,140

計 66,972

千円

歳出

　実施計画　Ⓟ

令和2

単位目標値 25

目標
年次

年度

―

事
業
内
容

成果
指標

指標名

予
算
額

指標名

歳入

指標名

１．いきいき住マイル支援補助金
　（１）住宅取得（改修）支援補助金
　　終了
　
　
  （２)固定資産税補助金
　　58,000円×330件＝19,140,000円

２．いきいき子育て住宅支援事業補助金
　 終了

１．いきいき住マイル支援補助金
　（１）住宅取得（改修）補助金　・・・　150件（84,000,000円）
　　①住宅取得支援補助金（若年夫婦・市内）　30万円　・・・　3件
　　②住宅取得支援補助金（若年夫婦・市外）　15万円　・・・　15件
　　③住宅取得支援補助金（子育て・市内）　　 70万円　・・・　14件
　　④住宅取得支援補助金（子育て・市外）　   35万円　・・・　20件
　　⑤住宅取得支援補助金（三世代同居近居・市内）　100万円　・・・　31件
　　⑥住宅取得支援補助金（三世代同居近居・市外）　　50万円　・・・　65件
　　⑦住宅改修支援補助金（子育て・市内）　　40万円　・・・　1件
　　⑧住宅改修支援補助金（三世代・市内）　　15万円　・・・　1件
　
     ※150件のうち転入が33件で，転入者の割合は，全体の22％

　（２）固定資産税補助金　・・・　228件（13,086,100円）

２．いきいき子育て住宅支援事業補助金　・・・　1件（71,500円）

１．いきいき住マイル支援補助金
　（１）住宅取得（改修）補助金　・・・　156件（81,600,000円）
　　①住宅取得支援補助金（若年夫婦・市内）　30万円　・・・　4件
　　②住宅取得支援補助金（若年夫婦・市外）　15万円　・・・　11件
　　③住宅取得支援補助金（子育て・市内）　　 70万円　・・・　10件
　　④住宅取得支援補助金（子育て・市外）　   35万円　・・・　20件
　　⑤住宅取得支援補助金（三世代同居近居・市内）　100万円　・・・　20件
　　⑥住宅取得支援補助金（三世代同居近居・市外）　　50万円　・・・　89件
　　⑦住宅改修支援補助金（三世代同居近居・市外）　　25万円　・・・　1件

     ※155件のうち転入が39件で，転入者の割合は，全体の25.2％

　（２）固定資産税補助金　・・・　116件（6,661,300円）

２．いきいき子育て住宅支援事業補助金　・・・　1件（71,500円）

今年度（令和元年度）前年度（平成30年度）

２年間の主な事業内容（実績）

令和４年度

単位 %
申請件数に占める市外からの
転入者の割合

―

令和元年度 59675

円

令和２

１．いきいき住マイル支援補助金
　（１）住宅取得（改修）支援補助金
　　550,000円×90件＝49,500,000円
　
　
　（２）固定資産税補助金
　　58,000円×300件＝17,400,000円

２．いきいき子育て住宅支援事業補助金
　 71,500円×1件＝71,500円

　※予算が不足した場合には，補正にて対応

市内で住宅を取得（改修）した若年夫婦世帯，子育て世帯，三世代同居（近居）世帯

平成27年の関東・東北豪雨災害以降，顕著となった20代から40代の若い世代の人口
流出を抑制し，かつ定住促進を図ることを目的とする。

　事務事業の主たる成果指標 ☞　数値目標の設定が困難な場合は，文言目標でも結構です。なお，設定が困難な事業は空欄とし，設定できない理由を分かりやすく・具体的に記入してください。

評
価
理
由

この事業については、これまでの実績・数字等非常に効果が得られた事業と考える。今年
度での終了と合わせて、今後は住宅政策と合わせて人口減少の抑制を考え別事業での定
住促進事業を展開されたい。

１．いきいき住マイル支援補助金
　（１）住宅取得（改修）支援補助金
　　終了
　
　
　（２）固定資産税補助金
　　58,000円×220件＝12,760,000円

２．いきいき子育て住宅支援事業補助金
　 終了 事務事業の方向性

拡充 現行どおり 縮小

☞　実施計画のみ作成する場合も記入してください。事務事業の改善点と理由　Ⓐ　

現状維持

年度

千円 歳出

―

休止・廃止

千円12,760

単位
指標及び目標値設定の考え方

（または設定できない理由）

成
果
内
容
分
析

　3年目となる令和元年度は，これまでのホームページや情報誌でのPRに加え，住宅展示
場の「住宅ローンに係る全国一斉相談会」に参加し，本補助金のＰＲを行なったが，申請件
数150件のうち市外からの転入による申請は33件で，転入者の割合は22％であった。転入
者の割合は，1年目（平成29年度）は27.9%，2年目（平成30年度）は25.2%となっており，過去
2年間と比較すると低下してしまったが，申請件数は前年同様150件を超えており，本制度
が転出抑制，定住促進に一定の効果を発揮していると考えている。

課
題

令和元年度は，転入者の割合が，過去2年間と比べると低い状況であったが，最終年度の
目標値達成に向け，市ホームページやＳＮＳ等を活用することはもちろん，さまざまなＰＲ
手法を模索し，県内はもちろんのこと，県外を含め，積極的にＰＲに努めていきたい。

円

―

担当部長評価のとおりでよい。
大都市へのアクセスに優れている常総市の地の利を活かし，大いにＰＲすべきである。この事
業自体は今年度が最終年度とのことだが，来年度以降も効果的な定住促進事業を展開して
いただきたい。

事務事業の方向性

評
価
理
由

本制度は，そもそも水害で転出してしまった市民を市内に呼び戻すことと，市のまち・ひと・
しごと創生総合の一環として，若年夫婦世帯や子育て世帯に常総市に定住してもらうこと
を目的に制度化した事業なので，まずは復興計画と第1期まち・ひと・しごと総合戦略が期
間満了となる令和2年度をもって終了させ，新たな定住促進策を検討してもらいたい。

行政改革懇談会（市民）の意見

担当部長評価　Ⓒ

令和２年度 令和３年度

目標値

特定財源

一般財源

目標に対する実績値

（住民一人あたりの行政コスト）

決算額
内
訳

特定財源

円

0

97,157,600 円

0

97,157,600

43,672,600

722（住民一人あたりの行政コスト）

目標に対する実績値

22

1,628

円

円

％

☞　今後3年間について，何を・どの程度実施していくか具体的に記入してください。なお，予算額の『歳出の計』と『歳入の計』は一致させてください。

特定財源

円 一般財源

（住民一人あたりの行政コスト）

決算額
内
訳

目標に対する実績値

一般財源

88,332,800

決算額
内
訳

88,332,800

25

1472

円

円

％

平成29年度 60461

平成30年度 59995

0 円

円

％

円

28

43,672,600


